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昭和53年 4月 実施計画調査に着手

平成 2年 5月 「豊川水系における水資源開発基本計画」閣議決定

平成11年12月 「豊川水系河川整備基本方針」策定

平成13年11月 「豊川水系河川整備計画」策定

平成15年 4月 建設事業に着手

平成18年 2月 「豊川水系における水資源開発基本計画」全部変更閣議決定

平成18年 4月 「豊川水系河川整備計画」一部変更

平成19年 6月 「豊川水系設楽ダム建設事業環境影響評価書」を公告縦覧

平成20年10月 特定多目的ダム法に基づく「設楽ダムの建設に関する基本計画」告示

平成21年 2月 損失補償基準妥結、ダム建設同意調印

平成21年 3月 水源地域整備計画決定

平成21年 6月 用地補償契約着手

平成21年 8月 道路工事着手

平成21年12月 検証の対象とするダム事業に選定

平成22年 9月 検証に係る検討の指示
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第12回今後の治水対策のあり方に関する有識者会議「参考資料４」の抜粋
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「設楽ダム建設事業の関係地方公共団体からなる検討の場｣は、検討主体による設楽
ダム建設事業の検証に係る検討を進めるに当たり、「ダム事業の検証に係る検討に関
する再評価実施要領細目」に基づき、検討主体と関係地方公共団体において相互の立
場を理解しつつ、検討内容の認識を深めることを目的とする。

「設楽ダム建設事業の関係地方公共団体からなる検討の場」の構成
【構成員】

愛知県副知事
豊橋市長
豊川市長
蒲郡市長
新城市長
田原市長
設楽町長

【検討主体】
中部地方整備局長

河川部長

「設楽ダム建設事業の関係地方公共団体からなる検討の場」の目的
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検討の場（第1回）

(H22.11.26)

検討の場（第2回）
(H23.2.15)

検討の場（第3回）
(H23.5.12)

検討の場（第4回）

(H23.12.18)

検討の場（第5回）
(H25.2.17)

検
証
対
象
ダ
ム
事
業
等
の
点
検

設楽ダムの検証に係る検討

流域の概要・治水対策等の状況

複数の治水・新規利水対策案等の立案

治水・新規利水対策案等の評価軸ごとの評価

総合的な評価

対応方針（原案）の作成

対応方針（素案）の作成

対応方針（案）の決定

本省への検討結果の報告

パブリックコメント

(H23.2.17～H23.3.18)

パブリックコメント

(H24.1.13～H24.2.11)

学識経験を有する者、関係
住民からの意見聴取

中部地方整備局事業評価
監視委員会

検証要領細目を参考に
幅広い方策を組み合わ
せて検討を行い、対策
案を検討

立案した対策案の概略
評価を行い、対策案を
抽出

6～7つの評価軸により評価

治　　　水：25案の立案
新規利水：15案の立案
流　　　水：13案の立案

※上記の対策案の数には、設楽ダム案を含む
※「流水」とは、流水の正常な機能の維持

治　　　水：7案の立案
新規利水：4案の立案
流　　　水：4案の立案

目的別の総合評価

（河川法第16条の2（河川整備計画等）に準じて行う。）

概略評価による治水・新規利水対策案等の抽出

○利水参画者に対し、ダム事
業参画継続の意思・必要な開
発量の確認
○利水参画者において水需要
計画の点検・確認を行うよう要
請
○利水参画者に対し、代替案
が考えられないか検討するよう
要請
【H22.11. 9 愛知県知事あて要
請】
【H22.11.15 回答】

○新規利水対策案等を利水参
画者等に提示、意見聴取

【H23. 5.13 知事等あて照会】

○検討主体において、必要量
の算定が妥当に行われている
か確認

【H23. 2.15 検討の場（第2回）】
【H23.12.18 検討の場（第4回）】

パブリックコメントを踏ま
えた新たな対策案の立
案

治　　　水：3案の立案
新規利水：3案の立案
流　　　水：4案の立案

新たな治水・新規利水対策案等の立案

関係地方公共団体の長、関
係利水者からの意見聴取
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「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」にもとづき、「設楽ダム建
設事業の検証に係る検討報告書(素案)」について、学識経験を有する者より意見を聴く
ことを目的とする。

第３ 再評価の実施
１ 再評価の実施手続
（2）情報公開、意見聴取等の進め方

検証に係る検討に当たっては、科学的合理性、地域間の利害の衡平性、透明性の確保を図り、地
域の意向を十分に反映するための措置を講じるため、検討主体は、下記の①②を行った上で、河川
法第16条の２（河川整備計画）等に準じて③を行う進め方で検討を行う。
①｢関係地方公共団体からなる検討の場｣を設置し、相互の立場を理解しつつ、検討内容の認識を深

め検討を進める。関係地方公共団体の数が多い場合等においては、必要に応じ代表者を選定する
などの工夫をする。

②検討過程においては、｢関係地方公共団体からなる検討の場｣を公開するなど情報公開を行うとと
もに、主要な段階でパブリックコメントを行い、広く意見を募集する。

③学識経験を有する者、関係住民、関係地方公共団体の長、関係利水者の意見を聴く。直轄ダム及
び水機構ダムにおいて関係地方公共団体の長の意見を聴く場合は、河川法（昭和39年法律第167
号）第60条第１項及び第63条第１項の規定により費用を負担することとなる都道府県を含めて意
見を聴くものとする。意見の聴取の実施時期は事業評価監視委員会への意見聴取を行う前までに
行うものとする。

※ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目より抜粋

開催主旨


